
 

 

関税定率法等の一部を改正する法律案要綱  

 

 

最近における内外の経済情勢等に対応するため、次により、特

恵関税制度、関税率等について所要の改正を行うとともに、貿易

円 滑 化 の た め の 税 関 手 続 の 改 善 、 税 関 に お け る 水 際 取 締 り の 充

実・強化等を図るための所要の改正を行うこととする。  

 

１．特恵関税制度の改正  

(1) 平 成 ２ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 に 適 用 期 限 が 到 来 す る 特 恵 関 税 制

度について、その適用期限を１０年延長することとする。（関

税暫定措置法第８条の２関係）  

(2) 特 定 の 鉱 工 業 産 品 等 に 対 す る 特 恵 関 税 の 適 用 の 停 止 の 特

例を廃止することとする。（旧関税暫定措置法第８条の４関

係）  

(3) 鉱 工 業 産 品 等 の 特 恵 税 率 の 引 上 げ 等 を 行 う こ と と す る 。

（関税暫定措置法別表第３及び第４関係）  

 

２．個別品目の関税率の改正  

硝酸バリウム等の関税率の撤廃等を行うこととする。（関税

定率法別表関係）  

 

３．暫定関税率等の適用期限の延長等  

(1) 平 成 ２ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 に 適 用 期 限 が 到 来 す る 航 空 機 部 分

品等の免税制度及び加工再輸入減税制度について、これらの

適用期限を３年延長することとする。（関税暫定措置法第４

条及び第８条関係）  

(2) 平 成 ２ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 に 適 用 期 限 が 到 来 す る 暫 定 関 税 率

並 び に 農 産 品 に 係 る 特 別 緊 急 関 税 制 度 及 び 牛 肉 又 は 豚 肉 等

に係る関税の緊急措置について、これらの適用期限を１年延

長する等所要の改正を行うこととする。（関税暫定措置法第

２条及び第７条の３～第７条の６等関係）  

 

４．関税率表の品目分類に関する調整  

  「商品の名称及び分類についての統一システムに関する国際

条約」に定める品目表が改正されたこと等に伴い、関税率表の

品目分類に関する所要の改正を行うこととする。（関税定率法

別表並びに関税暫定措置法第７条の３、第８条、別表第１、別

表第１の３、別表第１の６、別表第１の７、別表第２、別表第

４及び別表第５関係）  



 

 

５．貿易円滑化のための税関手続の改善  

(1) 貨 物 を 保 税 地 域 等 に 入 れ た 後 に す る も の と さ れ て い る 輸

出申告について、貨物を保税地域等に入れることなく行うこ

とができることとする。（関税法第６７条の２関係）  

(2) 貨 物 の セ キ ュ リ テ ィ 管 理 と 法 令 遵 守 の 体 制 が 整 備 さ れ た

通 関 業 者 に 通 関 手 続 を 委 託 し 貨 物 を 輸 出 し よ う と す る 者 及

び 貨 物 の セ キ ュ リ テ ィ 管 理 と 法 令 遵 守 の 体 制 が 整 備 さ れ た

製 造 者 が 製 造 し た 貨 物 を 輸 出 し よ う と す る 者 に 対 す る 特 例

措置の改善等を行うこととする。（関税法第３０条及び第６

３条等関係）  

 

６．税関における水際取締りの充実・強化  

(1) 外国貿易機等の運航者等に対し、その入港の前に、当該外

国 貿 易 機 等 に 係 る 予 約 者 の 予 約 情 報 等 に つ い て 報 告 を 求 め

ることができることとする。（関税法第１５条、第１５条の

３、第２０条、第２０条の２、第１１４条の２及び第１１５

条の２関係）  

(2) 不 正 競 争 防 止 法 に 規 定 す る 技 術 的 制 限 手 段 を 回 避 す る 装

置 を 提 供 す る 行 為 を 組 成 す る 物 品 を 輸 出 し て は な ら な い 貨

物及び輸入してはならない貨物に追加することとする。（関

税法第６９条の２及び第６９条の１１関係）  

 

７．納税環境の整備  

(1) 関 税 に 関 す る 更 正 の 請 求 の 除 斥 期 間 等 を 延 長 す る こ と と

する。（関税法第７条の１５及び第１４条～第１４条の３関

係）  

(2) 申 請 に 対 す る 処 分 及 び 不 利 益 処 分 の 際 に 理 由 を 示 す こ と

とする。（関税法第８８条の２及びとん税法第１０条の３関

係）  

(3) 輸 入 さ れ た 貨 物 に 係 る 税 関 職 員 の 質 問 検 査 等 に 関 す る 規

定の整備を行うこととする。（関税法第１０５条、第１０５

条の２及び第１１４条の２等関係）  

 

８．その他  

その他所要の規定の整備を行うこととする。  

 

９．施行期日  

こ の 法 律 は 、 別 段 の 定 め が あ る 場 合 を 除 き 、 平 成 ２ ３ 年 ４

月 １ 日 か ら 施 行 す る こ と と す る 。  

 


